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知的資本（研究開発・モノづくり・知的財産）

研究開発に対する考え方と研究開発体制
当社グループは、グループビジョンの実践が中期的な経

営戦略の骨格であり、100年経っても存在感のある企業
グループであり続けることを目指しています。中期経営計
画「SHIFT 2019 -Fusion-」を、その実現に向けた「新次元
の成長」への第一歩と位置づけ、「技術の融合」による新事
業創造の加速を重点課題の一つに設定しています。社内お
よび社外との技術の融合を積極的に推進し、当社グループ
の未来を担う新市場・新分野での事業化の加速と、その次
を見据えた魅力あるテーマの創出に取り組んでいます。

このベースとなるのが、我々の2つの事業領域である「住・
社会のインフラ創造」「ケミカルソリューション」に関連する25
の技術プラットフォームです。これは当社グループの製品群を
支える基盤技術であり、長年にわたって培ってきた競争力の
源泉ともいうべきものです。例えばその一つが、素材の機能
性を高める成形や部材にスマートな価値を付与する加工であ

り、お客様の声に真摯に向き合うことで付加価値
の方向性を見出しています。また複数のプラット
フォームを効果的に融合することで、厳しい競争
環境の中でも圧倒的に勝ち切れる新たな製品や
サービスの開発をしています。その融合を図る具
体的な取り組み例として、ＮＩＣ（New Innovation 
Committee）という会議体を設けています。これ
はＲ＆Ｄ・モノづくり・経営戦略・人事の各担当役員
をメンバーとし、融合が見込めるテーマを募集し
て審査を行います。採用されたテーマには、コーポ
レートで費用を負担する、あるいは必要な人材を
派遣するなどの支援を行っており、すでに複数の
テーマが承認されて動き出しています。

これらを担う当社グループにおける研究開
発体制としては、住宅カンパニー、環境・ライフラ
インカンパニー、高機能プラスチックスカンパニーの
3カンパニーおよびコーポレートに4つの主要研究開発拠点
を、また積水メディカル株式会社など主要関係会社にも独
自の研究所または研究開発部門を設けています。

カンパニーの研究開発では、既存事業の強化およびフ
ロンティアの開拓に直結し近未来の収益につながる製品

積水化学グループにとって、価値創造の根幹は、際立つ技術にあると考えています。中でも、住インフ
ラ分野とケミカルソリューション分野に強みを持つ技術プラットフォームがその土台となっています。我々
はこの技術的な際立ちを持続させるために、研究開発やモノづくり、さらには知的財産の分野において人
員、組織の両面で継続した強化を進めています。

25の技術プラットフォーム
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開発、生産技術テーマを手掛けています。2017年度は、大
容量太陽光発電パネルを搭載した鉄骨系住宅「スマートパ
ワーステーションGR」、ボリュームゾーン攻略に向けた木質
系住宅「グランツーユーV」、さらなる成長が期待されるイン
フラ老朽化対策製品「インフラガード」などを市場に投入し
ました。また2018年度も新次元の成長に向け、新製品を積
極的に投入していく予定です。

一方、コーポレートでは独立した研究組織として、技術的
なハードルが極めて高く中長期的な時間軸で取り組むべき
テーマ、カンパニーをまたぐような大型テーマ、これまで取
り組んだことのない新しい事業領域のテーマなどの研究を
行っています。その一つであるフィルム型色素増感太陽電
池は事業化へ向け、電子ペーパーやセンサーメーカーと共
同開発を積極的に進めています。さらに、化石資源に依らな
い究極の資源循環社会システムの創生につながる、ごみを
エタノールに変換する世界初の革新的生産技術も確立しま

した。その他のテーマも新事業創出を目指し、精力的に開発
を推進しています。

モノづくり力の強化
当社グループでは、新製品開発につながる研究開発だけ

でなく、既存製品の競争力強化にもつながるモノづくり力
の強化にも取り組んでいます。

中期経営計画「SHIFT 2019 -Fusion-」では、モノづくり
力に関連する方針として「モノづくりリスクの極小化とモノ
づくり新時代※への対応力強化」を掲げました。その重点施
策の一つであるモノづくりリスク低減文化の構築として、設
備の本質安全化、安全人材育成の徹底推進、CS品質情報
ナレッジシステム構築などによるCS品質基盤の強化を推進
しています。さらにモノづくり力の強化として、生産技術力
の定量評価により技術力強化ポイントを自動化と情報化に
定め、ICT/IoT技術を応用した新技術導入を加速させてい

きます。同時に、これまで取り組んできたモノづくり人材育
成を通じ、モノづくり基盤力をさらに強化していきます。

このような活動を通して、当社グループは際立つ技術と
品質により「住・社会のインフラ創造」と「ケミカルソリュー
ション」のフロンティアを開拓し続け、世界のひとびとのくら
しと地球環境の向上に貢献します。

※第3次産業革命：IT・情報化社会、第4次産業革命：AI

研究開発・モノづくりに関する人事・処遇
当社グループでは、優れた研究者・技術者への高い評価・

処遇の一環として「発明大賞」を定めています。発明大賞は、
特に独占性が高く、事業貢献の大きい発明を評価・認定し
た上で、その発明者の功績に報いる対価を定めています。
今年度は「反射板内蔵吸音パネル」および「間質性肺炎検査
用試薬」が認定されました。

また、専門性の高い研究者・技術者を対象に「スペシャリ
ティ職」制度も設けています。高度な専門性を有する際立つ
人材をスペシャリティ職に任命し、社外においても通用する
際立つ技術者の育成を図っています。2018年4月現在では
23名がスペシャリティ職に任命されています。

さらに、2009年度に新設した「マイスター職」は、当社グ
ループの持つ技能領域と目指すべき方向性を示し、技能者一
人ひとりのモチベーションの向上と優れた技能の伝承を図るこ
とを目的としています。2018年4月現在では6名がマイスター
職に任命されています。今後もモノづくり技能者の育成・活性
化の一環として高度なモノづくり技能者を高く処遇するととも
に、当社グループのモノづくり力をさらに高めていきます。

知的資本（研究開発・モノづくり・知的財産）

ごみをエタノールに変換できる世
界初の技術を用いたパイロットプラ
ント

知的資本

Foundation
価値創造の源泉となる経営資本
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知的資本（研究開発・モノづくり・知的財産）

コーポレート

住宅カンパニー 高機能プラスチックスカンパニー

（含 知的財産）

商品開発部

環境・ライフラインカンパニー

（含 知的財産）
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各事業部
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海外事業推進部

研究開発・モノづくり・知的財産推進体制

安全グループ CS品質グループ モノづくり革新センター 購買グループ

生産力革新センター

R&D戦略室 P2事業推進部

LBプロジェクト

開発推進センター（研究所） 知的財産グループ

R&Dセンター

知的財産

知的財産の基本方針
研究開発活動の成果としての「知的財産」は、企業価値の

最大化に向けて、当社グループの成長・収益を支える重要な

経営資源となります。そこで当社グループでは、技術の「際立
ち」を最大限に活かすため、知的財産戦略を重視しています。

当社グループの「知的財産規則」では、知的財産管理の
目的を「自他の知的財産を尊重し、知的財産に対する取り組
み、その取り扱い及び手続きなどを明確にすることにより、
知的財産の創造、保護、活用を奨励し、事業の成長と企業
価値の向上に寄与すること」と定め、「強い特許の獲得によ
る事業競争力の確保」を基本方針としています。

知的財産の推進体制と主な取り組み
当社グループでは、判断、意思決定のスピードアップのた

め、コーポレートと各カンパニーに知的財産部門を設けてい
ます。

コーポレートでは、全社共通の基本的知的財産戦略の企
画・立案から知的財産教育、そして特許管理システムの運
用・管理に取り組んでいます。知的財産教育に関しては、今
年度から各カンパニーとも協働して、研究開発・営業部門に
対して計画的に実施していきます。また、2018年度5月に
は特許管理システムの更新を行いました。今後は群管理を
可能とし、戦略的な特許群構築のプラットフォームを導入し
ていきます。

知的財産の基本方針に掲げている強い特許の獲得による
事業競争力の確保に対しては、コーポレートと各カンパニー
とで各々が置かれた事業環境に則した活動を展開していま
す。コーポレートでは、知財情報や市場・競合情報等の分析
結果を踏まえて、新事業創出に向かって圧倒的に勝ち切る、
勝ち続けるための戦略知財活動を実施しています。各カンパ
ニーでは、知的財産部門と事業部門、研究開発部門とが常時
連携し、かつ定期的に開発知財戦略会議を開催することで
戦略的な特許群構築を目指した活動を実施しています。

このように、コーポレートと各カンパニーの知的財産部門
が有機的に連携することで、当社グループの知的財産レベ
ルの向上に努めています。

知的資本

Foundation
価値創造の源泉となる経営資本




